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解析ソフトの作成に際しての基礎事項 

 
1. RC ラーメン橋脚の耐震性能の照査の基本 

 道路橋示方書，耐震設計編(H24 年版)において，一層式 RCラーメン橋脚の耐震性能照査は，前述

の 10.6 鉄筋コンクリート橋脚の地震時水平保有耐力及び許容塑性率並びに動的解析に用いる非線

形履歴モデル，の規定により行わねばならない．この規定によれば，RC ラーメン橋脚の面外方向の

耐震性能の照査は，単柱式 RC 橋脚の照査法に準じて行うことができるが，面内方向の耐震性能の

照査は，ラーメン橋脚部材に複数の塑性ヒンジが形成されるモデルを用いて解析し，(a)曲げ破壊

型,(b)曲げ損傷からせん断破壊移行型，および(c)せん断破壊型の判別を行い，水平保有耐力およ

び許容塑性率の照査を行わねばならない． 

 一方，5 章耐震性能の照査では，単柱式 RC 橋脚の耐震性能 2,3 の照査では，主たる塑性化は橋脚

下端の塑性ヒンジの形成により，壁式橋脚の橋軸直角方向の耐震性能 2,3 の照査では，基礎の主た

る塑性化によって地震エネルギー吸収を期待するように規定されているが，RC ラーメン橋脚に対し

ては，基礎の主たる塑性化は明記されていなく，橋脚部材の塑性化のみによって地震エネルギー吸

収を期待する規定になっている． 

 

2. 一層式ラーメン橋脚の固有周期 

 5.6 耐震性能の照査方法によれば，地震時の挙動が複雑でなく，1 自由度系の振動問題として取

り扱え，かつ，部材の塑性化の位置が明瞭で，エネルギー一定則が適用できる場合は，静的照査が

適用できる．また，橋軸方向（ラーメン橋脚の面外方向）の地震動に対しては，単柱橋脚と同様に

取り扱えるので，ここでは橋軸直角方向の地震動の問題のみを取り扱う． 

最初に，図 1.1 に示すような不等脚ラーメン橋脚を取り上げる．静的照査法に対する解析法を説

明する．上部工の重量を uW としき，下部工の重量 pW の付加重量を pW ， は係数で，Rayleigh

の方法によれば，基礎の剛性による影響があり，一般的に考えて， 6.025.0 程度であると思

われる． 

固有周期(T)は以下の式で与えられる． 

  stT 01.2                                 (2.1) 
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図 2.1 解析対象のラーメン橋脚形状（面内方向） 
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 ここに， st は上部工の重心に水平荷重W を静的にかけたときの水平変位である．なお，固有

周期は係数 の平方根に関係するので，一般的な下部工に対する上部工の重量比： pu WW / ：を考

えても係数( )の， 6.025.0 での固有周期に与える影響はわずかであると思われる． 

st の算定は，3次不静定構造である門形ラーメンに対する良く知られた応力法または変位法が適

用できる．図 2.1 に示すような基礎の剛性を含めた応力法による解析手順を補足 Aに示しておきあ

たい． 

 

補足 A 

図 2.1 の門形ラーメンは 3次不静定系であるので，右柱下端B での拘束を解除し，自由にした構

造を静定基本系に選ぶと，不静定力は拘束力（ 321 ,, XXX ）， 1X ：水平力， 2X ：鉛直力， 3X ：曲げ

モーメント，とする．橋脚が支持する上部工の重量を uW ，下部工の重量を pW とし， pu WWW ，

 は下部工の重量の上部工への換算率，を上部工の重心に地震水平慣性力を作用するものとする． 

最初に固有周期（T ）を求める．静定基本系での左右の柱およびはりの水平荷重W による曲げモーメ

ントを 10M ， 30M および 20M とすると， 
  )( 110 shWM ， 2/)( 120 hhWM ， 030M                 (A.1) 

同様に， 11X ， 12X ， 13X のそれぞれ( 3,2,1j )による各部材( 3,2,1i )の曲げモーメン

トを， ijM とすれば， 

   )( 11211 shhM ， bM12 ， 113M ， 

   221 hM ， 222 sM ， 123M ，                      (A.2) 

   331 sM ， 032M ， 133M ． 

一方，杭基礎を想定して，左右の柱下端( BA, )は水平バネ係数（ BHAH KK , ），鉛直バネ係数

( BVAV KK , )および回転バネ係数（ BA KK , ）で弾性的に支持されているものとし，静定基本系

での荷重による水平，鉛直および回転支持力は 

  WH A0 ， WVA0 ， WhM A0 ， 00BH ， 00BV ， 00BM       (A.3) 

単位の不静定力（ 1,1,1 321 XXX ）のそれぞれによる各支持力は， 

  11AH ， 01AV ， 121 hhM A ， 02AH ， 12AV ， bM A2 ， 

03AH ， 03AV ， 13AM ， 11BH ， 011 BB MV ， 12BV ，      (A.4) 

022 BB MH ， 13BM ， 033 BB VH  

弾性方程式は 
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ここに， 3,2,1i ， 3,2,1j ，である． 

 式(A.1)は， 1X ， 2X ， 3X に関する 3 元連立一次方程式であり，その解より，各部材の曲げモ

ーメントおよび柱下端の支持力の値が以下のように求められる． 
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 また，上部工の重心 0での水平変位（ st ）は， 1W による仮想モーメントおよび仮想支持力

を以下のように表わし， 

 )( 110 shM ， 2/)( 120 hhM ， 030M ， 10AH ， 00AV ， hM A0   (A.9) 

単位荷重法（補仮想仕事の定理）より，以下のように求められる． 
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 したがって，図 2.1 のラーメン橋脚の固有周期は 

  stT 01.2                                 (A.11) 

となる．なお，下部工の重量（ pW ）の上部工への換算率（ ）は，道示，耐震設計編（H24 年版）

の式(6.2.3)によるのが望ましいが，計算が煩雑になるので， の固有周期に与える影響は緩慢で

あるので，下端が固定の片持柱が等分布荷重を受ける場合の理論値，33/144=0.23（チモシェンコ

著：工業振動論，オーム社書店を参照）を用いても大きな誤差はないものと推測される． 

 

3．レベル２の地震動に対する耐震性能 2,3 の静的照査 

前述の 10.6 の条文の解説の中の 2)では，地震時保有水平耐力は，上部工の慣性力の作用位置に

静的に漸増させたときの水平力－水平変位関係を求め，この骨格曲線から算出する．また，許容塑

性率（ a ）は，破壊形態に応じて単柱 RC 橋脚の規準：10.2(3)に準じ，曲げ破壊型の場合は，耐

震性能 2 の限界状態は，複数箇所に形成される全ての塑性ヒンジが 10.3(7)に規定する耐震性能 2

の限界状態に達するときとし，このときの水平変位は式(10.2.3)による，となっている． 

 RC ラーメン橋脚柱のせん断耐力（ sP ）は，単柱 RC 橋脚の規定 10.5を適用し， 

  scs SSP ， bdcccS cptecc ， )15.1/()cos(sin adAS syws    (3.1) 

ここに， cS ：コンクリートが負担する部分， sS ：鉄筋が負担する部分で，記号の詳細は道示を

参照，RCラーメン橋脚の破壊形態の判別は以下による． 

 (a) sii PS ：曲げ破壊型， 

 (b) isisi PSP 0 ：曲げ損傷からせん断破壊移行型， 

(c) iis SP 0 ：せん断破壊型 
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ここに，添字 i は塑性ヒンジの位置を意味し， isP 0 は式(3.1)において，正負交番繰返し作用の影響

を表す補正係数（ sc ）を 1.0，すなわち 1cc ，としたときの sP を意味している． 

 ところで，図3.1の 1層式ラーメン橋脚は3次不静定であるから，終局曲げ状態に至るまでには，

塑性ヒンジが 4箇所で形成されるので，(a)曲げ破壊型は，4箇所での塑性ヒンジが形成されるまで

にせん断破壊が先行しないような柱およびはり部材であることを意味するものと思われる． 

 図 3.1 には，想定される崩壊機構（メカニズム）を示している．一般に，はり断面が大きく，は

りの塑性モーメントが柱の塑性モーメントより大きい場合は(a)柱崩壊機構に支配され，はり断面

が小さく，はりの塑性モーメントが柱の塑性モーメントより小さい場合は,(b)柱－はり崩壊機構に

支配されると言えるが，柱の塑性モーメントは軸力の影響を受けるので,(c)または(d)の複合崩壊

機構に支配されることも考えられる．いずれにしても極限解析法の上界定理にしたがえば，最小の

崩壊荷重を与えるものが真の崩壊メカニズムに最も近いので，想定される全てのメカニズムの中で

の最小の水平荷重（ huP ）を求める必要がある． 

 塑性ヒンジの位置は柱―はりの節点より隅角部域と塑性ヒンジ長の1/2だけ離れた位置に起こる

ので，塑性ヒンジの位置を考慮した解析を行わねばならない 

最初に，はり断面は柱断面より大きいと仮定して，柱崩壊機構での破壊形態を調べる．図 3.2 に

示すように，曲げ破壊型になるには，左右の柱の上下端部に塑性ヒンジが形成されるまで，柱およ

びはりはせん断破壊を起こしてならない．図 3.1(a)に示すように，柱崩壊機構では，左柱上下端の

塑性ヒンジでの回転角を 1，右柱上下端の塑性ヒンジの回転角を 2 とすれば，変形適合条件より， 

2
'

21
'

1 hh となり，図 2.2 の骨組線に基づいて，上部工の重心での終局水平荷重（ huP ）と水平

変位（ pu ）の関係は，エネルギー一定則（内働＝外働）より， 
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図 3.1 崩壊機構 
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図 3.2 RC ラーメン橋脚と柱崩壊機構での骨組線 

 

   243121 )()( pppppuhu MMMMP                   (3.2) 

 ここに， piM ， 4,3,2,1i での塑性モーメントでる．変形適合条件より， 2
'

21
'

1 hhpu で

あるから， 
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左右の柱がせん断破壊を起こさない条件は，柱部材の重量による慣性力は上部工による慣性力に比

べて微小で無視できるとし,柱のせん断耐力（ sciP ）は以下の式を満足せねばならない． 
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一方，はりのせん断耐力は，上部構造の重量（ uW ）の内，はりが支持する重量を
'

uW とし，はり

の左右端の曲げモーメントを 1bM ， 2bM とすれば，はりがせん断破壊を起こさないためのせん断

耐力は以下の式を満足しなければならない． 
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 なお,10.2 において,(b)曲げ損傷からせん断破壊移行型および(c)せん断破壊型の場合は，許容塑

性率は 1.0 とするとあり，塑性エネルギー吸収が期待できず，(b)曲げ損傷からせん断破壊移行型

での終局水平耐荷力は式(3.3)が適用できるが,(c)せん断破壊型では，水平荷重（ P ）の漸増載荷

による解析によって，最初に，柱およびはり部材の作用せん断力がせん断耐力を超える時点の荷重

値を終局水平耐力（ uP ）としなければならない． 

 

 ４．RCラーメン橋脚の水平荷重－水平変位曲線の解析 

 曲げ破壊型と判定された場合には，上部工の慣性力の作用点の水平荷重（P ）と水平変位（ ）

の関係を求めなければならない．耐震性能 2,3 の照査においては，RCラーメン橋脚の柱部での変形

解析は 10.2 の単柱式 RC橋脚の規定にしたがって行わねばならない．図 4.1 に示す，道示の図－解
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10.2.3 では，柱部材の曲げモーメント(M )－曲率( )の関係を完全弾塑性モデルで表わし，P －

曲線も完全弾塑性モデルで表わし，断面内の最外縁の引張鉄筋が降伏するときの荷重（ 0yP ）と水

平変位（ 0y ）を求め，弾性域は， hP － h 曲線の勾配を 000 / yyy PK とした直線とし，終局 

 
図 4.1 単柱 RC 橋脚でのモデル化 

 
荷重（ uP ）に到達する時点の水平変位( y )を降伏変位とし， 00 )/( yyuy PP とし， y を超えて許

容水平変位( a )までは， uP を一定としている． 
 ところで，図 3.2 の門形ラーメン橋脚では，塑性ヒンジが 4 箇所で形成されて終局水平荷重( uP )に達

するので，図 4.2 に示すように，初期降伏荷重( 0yP )は uP に比べて小さくなり，塑性率（ ya / ）

が大きくなるので，もし，許容塑性率( a )が小さく，最終塑性ヒンジが形成される前に，限界状態にな

る場合には，その時点の荷重（
'

uP ）を終局水平荷重としなければならないと思われる． 
 

初期降伏点

P

Pu

Py0

δy
δa

δ
δy0

０

塑性ヒンジ

Pu'

δa'  
 

図 4.2 P 曲線とモデル化 
 

 つぎに，初期降伏荷重（ 0yP ）と変位（ 0y ）の算定は，基本的には弾性問題として解析できる

ので，前述の補足 Aで示した解析法が適用できる．すなわち，式(A.3)および(A.4)での各部材の曲

げ剛性： )(iEI ， 3,2,1i は面内でのコンクリートの引張領域を無視した曲げ剛性とし，部材断面内
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の最外縁の引張鉄筋が降伏する曲げモーメント（ 0yM ）を求め，式(A.5)および(A.７)より， 0yP お

よび 0y が求められ，図 4.2 の最大変位（ a ）は，10.3 単柱式 RC 橋脚での式(10.3.7)に準じて，

耐震性能 2の照査に対して， 

   )2/()( 1
'

1122 ppylsylsa LhL                   (4.1) 

  ここに，
'

2
'

1 hh とし， 1pL は左柱下端の塑性ヒンジ 1での塑性ヒンジ長， 2ls ， y は塑性ヒ

ンジ 1の位置の断面での終局曲率および降伏曲率で，図 4.1 で定義されている．すなわち，前述の

図 3.2 の崩壊機構において，塑性ヒンジ 1 と 4 の回転角をそれぞれ 1p ， 4p とし，塑性ヒンジ長

をそれぞれ 1pL ， 4pL とすれば，それらの断面での終局曲率（ 1ls ， 4ls ）は， 

   1111 / ppyls L ， 4444 / ppyls L                   (4.2) 

と表せる．図 4.1 での塑性ヒンジ 1または 4での断面での降伏曲率（ yi ）は， 
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i
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M
， 4,1i                           (4.3) 

軸力の作用を考慮した終局限界モーメント（
)(
2

i
lbM ）と初期降伏モーメント（

)(
0
i

yM ）を算定するこ

とによって，式(4.1)の a の値が求められ，
'

2
'

1 hh の場合は， 41 pp となるので， 2ls は
)1(
2ls

に支配されると予想される． 

 以上の結果，曲げ破壊型と判定された場合の許容塑性率( 2a )は以下のように与えられる． 

   
12

2
2

y

lb
a a

                                (4.4) 

 ここに， aa ：安全率で，耐震性能 2の照査においては， 2.12a となっている． 

 

５．RC ラーメン橋脚の動的照査の方法 

 5.1 道路橋示方書，耐震設計編(H24 年版)の規定 

 冒頭に述べたように，道路橋示方書，耐震設計編(H24 年版)の!0.6(3)の条文には，一層式の RC

ラーメン橋脚の動的照査を行う際には，非線形履歴特性を適切に評価できるモデルを適用し，各部

位には，軸力の変動する影響を考慮した完全弾塑性型の骨格曲線を用いることを原則とするとある．

また，!0.6(3)の解説では，軸力の影響については，死荷重による軸力，動的解析によって得られ

た最大および最小軸力に対する曲げモーメント－曲率関係の骨格曲線をそれぞれ求め，これをモデ

ル化する方法を推奨している． 

 さらに，道示，7.3.2 橋及び部材のモデル化の解説では，鉄筋コンクリート橋脚の基部のように，

塑性ヒンジ長を要素とする場合には，要素中央の断面での曲げモーメント及び曲率は以下の式によ

るとある． 

   2/pyy LhPM                            （解 7.3.1） 

   p
pp

py
y L

LLh
/

/
                         （解 7.3.2） 

 ここに， yM ：非線形はり要素中央（塑性ヒンジ位置）での降伏曲げモーメント， yP ：単柱式

RC 橋脚の場合の降伏荷重で， hMP lsy /2 ， h ：橋脚基部から上部工の重心までの距離， pL ：塑

性ヒンジ長， y ：非線形はりの降伏曲率， py：降伏変位のうち塑性ヒンジ領域の弾性変形による

上部工の重心での水平変位，となっている． 

5.2 解析モデルについて 

 弾塑性時刻歴応答解析は，よく知られた運動方程式の数値時間積分法により行うことができる． 
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  MtzPUCUM )(                          (5.1) 

 ここに， )(tz は基盤面での設計水平地震加速度であり， P は内力ベクトルである． 

さて，道路橋示方書，耐震設計編（H24 年版）では，1 層式 RC ラーメン橋の動的解析は，上部工

の重心に集中水平慣性力が作用する 1 質系の振動問題とし，2 層以上の多層ラーメン橋脚では多質

点系の振動問題として取り扱うよう示唆している． 

最初に，1質点系の問題として解析手順を示すと，運動方程式は 

 )(tz
g

WKC
g

W t
ep

ttt                           (5.2) 

ここに，W は上部工の重量（ uW ）と下部工の重量（ pW ）の上部工への換算重量の和， ep
t K は弾

塑性水平剛性で，， 

   t
ep

tt KP                                 (5.3) 

である．したがって， ep
t K を求めるには，RC ラーメン橋脚の弾塑性解析と荷重履歴曲線を決定し

なければならない． 

前述の道示の規定にしたがえば，RC ラーメン橋脚の面内方向の骨組モデルは図 5.1 のように表さ

れる．図 5.1 において，可能な塑性ヒンジの位置( 6,...,2,1i )は，柱の上下端およびはりの左右端

で，塑性ヒンジ長を piL とすれば，骨組構造線では，塑性ヒンジの位置は，隅角部の剛域（ iR ）を

含めて，節点から 2/pii LR だけ離れた位置になる．一方，各塑性ヒンジでの曲げモーメント( iM )

－曲率( i )関係には，図 4.1 の完全弾塑性曲線を適用し，図 5.2 のような完全弾塑性履歴モデルに

したがうものとして，設計地震動による弾塑性時刻歴応答解析を行えば，上部工の重心に作用する

水平慣性力(P )と応答水平変位( )の履歴曲線は，図 5.3 のようになり，剛性低下型モデル（たと

えば Takeda モデル）に類似した履歴曲線が得られ，その包絡線より，許容塑性率は， yaa /
により求められる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 動的解析での骨組モデル    図 5.2 弾塑性ヒンジでの履歴モデル 
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P

δ
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δy δa

塑性ヒンジ

 
 

図 5.3 P 曲線の履歴と許容塑性率（ yaa / ） 

 

 式(5.3)での ep
t K の計算法については，一般的には変位法が適用されることが多いと思われるが，

式(2.1)－(2.11)と類似した応力法の方がより簡便なように思われる．すなわち，右柱下端のせん

断力( 1X )，軸力( 2X )および曲げモーメント( 3X )を不静定力に選び， 

つりあい条件より，可能な塑性ヒンジの位置での曲げモーメントを以下のように表す． 

  )/()( 212231 bPeXbhhXXM t
h ， 

  )/()( 222232 bPXbRhXXM e
t

h ， 

  1134 RXXM h ， 

)( 32133 RhXXM h ，                           (5.4) 

  2166236 )2/)(/( hXLRbPeXXM p
t

h ， 

  215235 ))(/( hXRbbPeXXM t
h  

 ここに， 2/)( 2121
'

11 pp LLRRhh ， 2/)( 3434
'

22 pp LLRRhh ， 1hhe ．

とおいている 

弾性方程式は式(2.5)と同様な形式で以下のように表す． 

  0

3

1
i

j
jij X                                (5.5) 

 ここに，式(2.1)－(2.11)において， PW t と置き換えて得られた ij および 0i を利用して， 

  
i

hk

k k
tijij X

M
K

6

1

1

j

hk
X

M
                     (5.6) 

   
i

hk

k k
t

hk
ii X

M
K

M6

1

0

00                          (5.7) 
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 ここに， 0
kM は，式(5.4)の hkM ， 6,...,3,2,1k での荷重項を表し， k

t K は弾塑性ヒンジ

( 6...,3,2,1k )での t 時刻での割線曲げ剛性（モーメントバネ係数）を表し，着目ヒンジでの曲げモ

ーメントが塑性モーメント（ ykM ）より小さい場合は，初期剛性（ pkkk LEIK /)( ））に等しく，

ykM に到達した以降には，割線剛性（ )/( pkk
t

ykk
t LMK ）として繰返・収束計算を行うこと

になる． 

 式(5.5)の弾性方程式を解き，式(2.20)に類似した単位荷重法により，上部工の重心の時刻 t で

の水平変位( 0
t )は 

   
6

1

0
0

00
k

hk
k

t
hkt M

K
M

                         (5.7) 

 ここに， 0 は，式(2.10)での PW t としたときの値であり， 0
hkM は 1Pt ， 0321 XXX

としたときの式(5.4)による 0
hkM の値であり，式(5.3)により， 0/ tt

ep
t PK となる． 

 

６．軸力の影響を考慮した塑性モーメントの計算 

 RC ラーメン橋脚の静的および動的照査においては，柱部材の塑性モーメント( yiM )は変動する

軸力の影響を考慮しなければならない．道示 10.6 の解説では，動的照査に用いる曲げモーメント

－曲率関係の骨格曲線には，動的解析により得られた最大軸力又は最小軸力による骨格曲線を適切

にモデル化することを推奨している． 

 一定の軸力の下での塑性モーメントは，図 6.1 に示すように,平面保持の仮定に基づいて断面内

のひずみ分布が表され，図 6.2 に示すような，上，下層の鉄筋量（ sxA ）および側方鉄筋量（ syA ） 

を有する長方形断面での応力分布により軸力( 0N )の下での曲げモーメントが求められる． 

 

 
図 6.1 平面保持の仮定による断面内の曲率とひずみ分布 
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図 6.2 断面のひずみ分布と応力分布 
 

 道示 10.4(1)により，コンクリートの応力( c )－ひずみ( c )曲線は図 6.3 に，鉄筋の応力( s )－ひず

み( s )曲線は図 6.4 のように与えられている．  
 

 
 
   図 6.3 コンクリートの応力－ひずみ曲線     図 6.4 鉄筋の応力－ひずみ曲線 
 
 地震による交番荷重を受ける RC ラーメン橋脚の柱およびはり断面は対称配筋であることが一般的で

あると思われるのでので，図 6.2 のような長方形断面に着目すると，曲げモーメント( M )と曲率( )の
関係は，以下のように表される． 
平面保持の仮定に基づけば，上縁から中立軸までの距離( 0z )と曲率( 0y )は， 

   hz
cmsm

cm
0 ，

0
0 zh

sm
y                         (6.1) 

 ここに， sm ：最下縁の鉄筋のひずみ， h ：断面高さである． 
  一方，コンクリートおよび鉄筋の応力－ひずみ関係は，道示，耐震設計編（H24）では，図－解 10.4.1,2
のように与えられており，それぞれ， )( scc f ， )( sss f と表せば， 

 s
sA

ss

h

h
cc zdAfzdzfbM )()(

2/

2/

                       (6.2) 
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 s
sA

ss

h

h
cc dAfdzfbN )()(

2/

2/

                        (6.3) 

ここに，b：断面の幅，z ：中立軸からの下方の距離であり，応力は引張を正，圧縮を負としている．  
 
 降伏モーメント( 0yM )は，断面の最外縁の鉄筋が降伏するときの曲げモーメントで，図 6.2において，

sysm で，最外縁のコンクリートの圧縮ひずみ（ cm ）と中立軸の位置( 0z )の関係は， 

   h
zh

sm
cm

0
                                (6.4) 

 式(6.2)および(6.3)の積分は数値積分法により実行できる．断面高さ( h )を n 分割，コンクリート断面

の分割点 1,....,3,2,1 ni でのひずみ
i
c および応力

i
c は， 

  )(0 iy
i
c zh ， )( i

cc
i
c f ，

0
0 zh

sm
y ，

2
)1( hziz c

i
c          (6.5) 

  ただし， 2// dnhzc  
 同様に，鉄筋層は上下縁層( sxA )と側方層（ syA ）に分け，側方層を m 分割する．鉄筋層のひずみ sj

および sj は， 

  )(0 jy
j

s zh ， )( j
ss

j
s f ，

2
)1( dhzjz s

j
s              (6.6) 

  ただし， 2/d
m

dhzs ， 1,....3,2,1 mj  

 式(6.2)および(6.3)の数値積分は台形公式を適用すれば，軸力( N )の下での降伏時の曲げモーメント

( 0yM )は以下のように与えられる． 

  )(
22

1111

1

11

1

11

0
m
s

m
ssssx

m

j

j
s

j
s

j
s

j
s

sy

n

i

i
c

i
c

i
c

i
c

cy zzA
zz

A
zz

zbM  (6.7) 

  )(
22

11

1

1

1

1
m
sssx

m

j

j
s

j
s

sy

n

i

i
c

i
c

c AAzbN            (6.8) 

 ここに， mAA sysy /2 であり，軸力（ N ）は上部工の自重（W ）と地震による水平慣性力（P ）

によるものの和としている． 
 つぎに，塑性モーメント（ yM ）は，耐震性能 2 または 3 の限界状態での曲げモーメント（ 32 , lsls MM ）

であり，断面のコンクリートひずみが圧縮限界状態（ ccl ）に達するか，または引張鉄筋のひずみが 
 

引張限界ひずみ（ 2st または 3st ）に達するときの曲げモーメントとしている．したがって，

地震による交番荷重（ Pt ）を受けたときの柱の軸力の最大値 )( maxcN ，ただし圧縮を正，での

3,2
max

lsy MM は，式(6.7)において， maxcNN および 03,2 yls MM と置き換え，また，柱の軸

力の最小値（ mincN ）での 3,2
min

lsy MM は， mincNN および 03,2 yls MM と置き換えること

によって，式(6.7)の数値積分によって求められる．最後に， maxmin cc NNN  の任意の軸力

（ N ）の下での yM は，適切な補間により求めることを推奨されており， 0N のときの 0
yM も求

めて， min
yM ， 0

yM および max
yM の３点を用いた 2 次補間式（図 6.5）が実用的あるように思われ

る． 
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 なお， maxcN および mincN のおおよその上，下限値は，事前に，図 4.2 の uP を算定し，  

   
b

hPWN u
c 2max ，

b
hPWN u

c 2min                      (6.9) 

により，定めることができる． 

 

 
 

図 6.5 2 次補間式 
 

以上 


